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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月６日に提出いたしました第７期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出する

ものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第４ 提出会社の状況 

  ３ 配当政策 

  ６ コーポレート・ガバナンスの状況 

  （１）会社の機関の内容等 

  

 第５ 経理の状況 

  ２ 財務諸表等 

  （１）財務諸表 

   ②損益計算書 

   ⑤キャッシュ・フロー計算書 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

第一部【企業情報】 

第４【提出会社の状況】 

 ３【配当政策】 

  

（訂正前） 

当社は、株主への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、剰余金の配当につきましては、各期の経営成

績及び財政状態並びに将来の事業計画を総合的に勘案しながら、DOE（純資産配当率)2％以上を目安に配当を行うこ

ととしております。 

また、当社は、株主への機動的な配当を実施できるように剰余金の配当等を取締役会の権限とし、配当の回数に

つきましては四半期配当を可能とするように定款を変更しております。 

当期はこの基本方針に従い、１株当たり3,000円（DOE2.4％）の期末配当を取締役会で決議し、次期におきまして

も同様に１株当たり3,000円の配当を実施する予定であります。 

  

  （注）基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

（訂正後） 

当社は、株主への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、剰余金の配当につきましては、各期の経営成

績及び財政状態並びに将来の事業計画を総合的に勘案しながら、DOE（純資産配当率)2％以上を目安に配当を行うこ

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年５月10日 297,513 3,000 



ととしております。 

配当の実施につきましては、期末配当の年１回を基本方針としています。 

また、当社は、株主への機動的な配当を実施できるように剰余金の配当等を取締役会の権限とし、配当の回数に

つきましては四半期配当を可能とするように定款を変更しております。 

当期はこの基本方針に従い、１株当たり3,000円（DOE2.4％）の期末配当を取締役会で決議し、次期におきまして

も同様に１株当たり3,000円の配当を実施する予定であります。 

  

  （注）基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

 ６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）会社の機関の内容等 

  

（訂正前） 

① 会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会により業務執行の監督及び監視を行っております。 

１. 取締役会 

当社の取締役会は平成19年３月末現在４名（うち、社外取締役１名）で構成されており、代表取締役会長を

議長とし、経営上の重要な事項について迅速な意思決定を行うとともに、業務執行の監督を行っております。

なお、当社の取締役は９名以内とする旨、定款で定めております。 

２.   <省略> 

３. 監査役会 

当社の監査役会は平成19年３月末現在社外監査役３名（常勤監査役１名、非常勤監査役２名）で構成され、

常勤監査役を議長として毎月定期的に開催し、監査の結果その他重要事項について議論しております。 

  

４.  <省略>  

  

②～③ <省略> 

  

④ 責任限定契約 

１．社外取締役及び社外監査役 

当社は、社外取締役及び社外監査役の招聘や、期待される役割を十分に発揮することができるようにするた

め、会社法第427条第１項の規定に基づき、法令が規定する損害賠償責任の限度額を上限として、それぞれの

社外取締役及び社外監査役と責任限定契約を締結しております。 

２．会計監査人 

当社は、新日本監査法人との間で法令が規定する損害賠償責任の限度額を上限として責任限定契約を締結し

ております。 

  

⑤ 定款 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年５月10日 297,513 3,000 



１．～２．  <省略> 

  

（訂正後） 

① 会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会により業務執行の監督及び監視を行っております。 

１. 取締役会 

当社の取締役会は平成19年３月末現在４名（うち、社外取締役１名）で構成されており、代表取締役会長を

議長とし、経営上の重要な事項について迅速な意思決定を行うとともに、業務執行の監督を行っております。

当社の取締役は９名以内とする旨、及び取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までとする旨を、定款で定めております。 

なお、当社は取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとす

る旨を定款で定めております。 

２.  <省略> 

３. 監査役会 

当社の監査役会は平成19年３月末現在社外監査役３名（常勤監査役１名、非常勤監査役２名）で構成され、

常勤監査役を議長として毎月定期的に開催し、監査の結果その他重要事項について議論しております。 

なお、当社は監査役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

  

４.  <省略>  

  

②～③ <省略> 

  

④ 責任限定契約 

１．取締役及び監査役 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に規定する取締

役（取締役であった者も含む）及び監査役（監査役であった者も含む）の損害賠償責任を法令の限度におい

て免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が期待される役割を十分に

発揮できることを目的とするものです。 

２．社外取締役及び社外監査役 

当社は、社外取締役及び社外監査役の招聘や、期待される役割を十分に発揮することができるようにするた

め、会社法第427条第１項の規定に基づき、法令が規定する損害賠償責任の限度額を上限として、それぞれの

社外取締役及び社外監査役と責任限定契約を締結しております。 

３．会計監査人 

当社は、新日本監査法人との間で法令が規定する損害賠償責任の限度額を上限として責任限定契約を締結し

ております。 

  

⑤ 定款 

１．～２．  <省略> 

３．株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の



１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これは、

株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。 

  

第５【経理の状況】 

 ２【財務諸表等】 

 （１）【財務諸表】 

  ②【損益計算書】 

  

（訂正前） 

  

  

（訂正後） 

  

  ⑤【キャッシュ・フロー計算書】 

  

（訂正前） 

区分 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

                

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※２ 1,079     124,897     

２ 有価証券利息   ― 6,267   

３ 雑収入   486 1,566 0.0 1,046 132,211 7.1

          
       

区分 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

                

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※２ 1,079     2,595     

２ 有価証券利息   ― 128,568   

３ 雑収入   486 1,566 0.0 1,046 132,211 7.1

          
       

区分 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   1,848,040 390,549 

２ 減価償却費   9,731 7,574 

３ 投資損失引当金の増減額（△は減少）   △50,000 44,714 

４ 役員退職慰労金   3,000 － 

５ 受取利息   △1,079 △124,897 

６ 上場関連費用   23,066 － 

７ 新株発行費   34,247 － 

８ 株式交付費   － 742 

９ 有価証券運用損   － 31,080 

10 支払利息   － 263 



11 営業投資有価証券の増減額（△は増加）    △654,471 △1,930,679 

12 売上債権の増減額（△は増加）    △56,200 4,702 

13 前払費用の増減額（△は増加）    △8,477 7,044 

14 未収入金の増減額（△は増加）   1,352 △225 

15 その他の資産の増減額（△は増加）    △5,852 6,325 

16 未払金の増減額（△は減少）    44,804 △27,538 

17 未払費用の増減額（△は減少）    5,463 △270 

18 前受金の増減額（△は減少）    3,855 26,799 

19 預り金の増減額（△は減少）    3,093 5,851 

20 未払消費税等の増減額（△は減少）   1,456 4,629 

21 未払法人税等(外形標準)の増減額（△は減少）   32,656 △22,762 

 小計   1,234,685 △1,576,094 

22 利息及び配当金の受取額   1,079 122,595 

23 法人税等の支払額   △352,135 △1,230,274 

24 役員退職慰労金の支払額   △11,000 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   872,628 △2,683,773 

      

    



（訂正後） 

  

  

  

  

区分 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   1,848,040 390,549 

２ 減価償却費   9,731 7,574 

３ 投資損失引当金の増減額（△は減少）   △50,000 44,714 

４ 役員退職慰労金   3,000 － 

５ 受取利息   △1,079 △2,595 

６ 有価証券利息   － △122,301 

７ 上場関連費用   23,066 － 

８ 新株発行費   34,247 － 

９ 株式交付費   － 742 

10 有価証券運用損   － 31,080 

11 支払利息   － 263 

12 営業投資有価証券の増減額（△は増加）    △654,471 △1,930,679 

13 売上債権の増減額（△は増加）    △56,200 4,702 

14 前払費用の増減額（△は増加）    △8,477 7,044 

15 未収入金の増減額（△は増加）   1,352 △225 

16 その他の資産の増減額（△は増加）    △5,852 6,325 

17 未払金の増減額（△は減少）    44,804 △27,538 

18 未払費用の増減額（△は減少）    5,463 △270 

19 前受金の増減額（△は減少）    3,855 26,799 

20 預り金の増減額（△は減少）    3,093 5,851 

21 未払消費税等の増減額（△は減少）   1,456 4,629 

22 未払法人税等(外形標準)の増減額（△は減少）   32,656 △22,762 

 小計   1,234,685 △1,576,094 

23 利息及び配当金の受取額   1,079 122,595 

24 法人税等の支払額   △352,135 △1,230,274 

25 役員退職慰労金の支払額   △11,000 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   872,628 △2,683,773 
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